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1
　小稿は、最近進展が著しい電子商取引（Electronic　Commerce、以下
ECと称する）とそのECにどのような決済形態、とりわけ電子マネー
（Electronic　Money）のような新しい決済手段が実際に対応しているの
かを現状分析することにある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　コンピュータを駆使した情報化社会の到来に伴ない、伝統的商取引に
くわえてECがにわかに注目され、現実的にも急速に拡大しようとして
いる。ところで、ECとは、情報技術の発展と普及によって、経済主体間
のあらゆる経済活動をコンピユータ・ネットワークを通じて行なう電子
化された商取引全般のことである1）。ECの拡大は、単に商取引形態に劇
的な変化をもたらすだけでなく、企業のマーケテング活動や家計の消費
活動、ひいては流通システムあるいは産業構造にまでその影響がおよぶ。
　わが国のEC店舗数は、卸売・小売や食料品、情報サービスといった業
種を中心に1995年7月の216店舗から1998年12月に12，455店舗となり、そ
して1999年3月にはついに13，000を越えて13，526店舗まで急成長してい
る。ただし、現状では1店舗当たりのEC販売額は少なく、大部分の企業
はEC取引だけで企業活動が成立することは困難である2）。　ECが取扱う
商品カテゴリーはフード＆ドリンク、カルチャー＆ホビー、ファッショ
ン＆アクセサリー、各種サービス、日用雑貨＆トイレタリー、コンピュー
タ＆ソフトなどバラエティに富んでいる。さらに、通商産業省が1999年
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3月に公表した「日米電子商取引の市場規模調査」にもとついてEC市場
を日本とアメリカで比較すると、1998年の日本が8兆6，850億円、アメリ
カが21兆7，500億円であり、アメリカは日本の約2．5倍の規模に達してい
る。今後の見通しとしては、2003年には日本が71兆5，600億円、アメリカ
が約2．6倍の186兆6，200億円にまで、それぞれ急成長すると予想されてい
る。
　ECは、買手がインターネット上のヴァーチャル・ショップ（仮想商店）
やヴァーチャル・モール（仮想商店街）の商品を電子メールやウエブで
注文すれば、商品が発送されてオンラインショッピングが実施されるこ
とになり、過去に例をみない新しい取引形態である。取引が簡単かつ即
時的であるばかりか、インターネットを駆使した新たなシステムが構築
されている。売手と買手の双方向のコミュニケーションが図られ、情報
がリアル・タイムで獲得でき、24時間取引が時間的にも空間的にも可能
となる。消費者のニーズが一面では多様化・個性化しており、他面では
低価格・高品質・実質志向がみられる今日、企業は消費者が必要として
いる商品を、必要な量だけ必要な時にただちに生産して流通させるとい
う多品種少量生産と発注から納入までの所要時間の短縮化、ジャスト・
イン・タイムの実現が強く求められており、発注、生産、物流、販売、
決済など多方面にわたって綿密かつ詳細な計画の樹立と効率化・正確化
を図らなければならない。いわば、今後の情報化社会においては、従来
の伝統的企業主導型モデルは崩壊していき、消費者が価格決定者である
消費者主導型モデルが支配的になると考えられる。消費者の情報意思決
定が何よりもまして重視されることになるとともに、ECによって消費
者の情報がよりいっそう入手しやすくなり、膨大な顧客データを蓄積し
た企業はそれを有効に活用して、個々の消費者の多様なニーズを満たす
ためにワンツーワン・マーケティングを展開せざるをえなくなる。ECの
普及にょって取引形態は変化し、手数料も含む価格破壊にみられる取引
コストの大幅な低下も生ずるであろう。
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　アメリカのインターネットは、世帯普及率が30％に達しているのにひ
きかえ、わが国ではこれまできわめて低水準で推移してきた。しかし、
最近では図1から読み取れるように、わが国の利用人口は1997年の1，115
万人から1998年には1，694万人まで増大しており、世界のインターネット
人口の約10．6％を占めるに至ったと推計されている。今後の推移として
は、2005年には4，136万人になり、さらに2010年になると4，459万人にま
で急増すると見込まれている。世帯普及率も同様であり、1996年の3．3％
から1998年には商業開始のわずか5年間で11，0％に達しており、企業普
及率の80．0％や事業所普及率の19．2％にははるかに及ばないものの急速
に上昇している。そして2005年には54．9％に達すると予想されており、
今後10年足らずで2世帯のうち1世帯がインターネットを利用すること
になる。この点は、図2の達成スピードでも理解される。
　もちろん、ECにはインターネットを使ったオープン・ネットワーク取
引だけでなく、イントラネットなどのクローズド・ネットワーク取引も
含まれる。ECは、企業対消費者間EC（Business　to　Consumer、以下B
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（注1）事業所は全国の（郵便業および通信業を除く）従業者数5人以上の
　　　事業所。
（注2）企業は全国の（農業、林業、漁業および鉱業を除く）従業者数300
　　　人以上の企業。
〔出所〕　『1999年版通信白書』P．7．
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図2　わが国における主な情報通信メディアの世帯普及率10％
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〔出所〕同上同ページ．
to　Cとする）と企業対企業間EC（Business　to　Business、以下Bto　B
とする）に分類することができる。わが国のBtoCは、パーソナル・コ
ンピュータや旅行、衣類・アクセサリー、食品、書籍・CDが主として販
売され、1998年の売上げは650億円である。2003年になると、旅行や自動
車、パーソナル・コンピュータの売上げ順に3兆1，600億円となり、約48．6
倍と飛躍的に増大すると予想される。
　これに対して、BtoBははるかに取引規模が大きく、電子情報関連製
品や自動車・自動車部品、建設の領域を中心に、1998年の8兆6，200億円
が2003年に68兆4，000億円になり、伸び率は取引規模の割には小さく、約
7．9倍とBtoCより低くなると予想される3）。
　表1と図3によると、1998年の企業間総販売金額は、日本が559兆円で
ある。そのうち8兆6，200億円がBtoBであるから、シェアは1．5％とな
る。推計によると、2003年の総販売金額は1998年の約1．1倍の613兆円と
なり、シェアは11．2％に達する。これに対してアメリカは、総販売金額
の伸びが日本とほぼ同じであるにもかかわらず、1998年のBtoB取引比
率が2．5％であり、2003年になると19．1％に達すると予想され、はるかに
高い伸びを記録しそうである。
　ところで、日本とアメリカの両国においてBtoBが急成長している最
大の理由は・企業がサプライチェーン・マネージメント（Supply－chain
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表1　日米企業間総販売金額 （単位兆円）
1998年1999年2000年2001年2002年2003年
日　　本 559 566 578 589 601 613
アメリカ 783 799 815 832 848 865
（注1）　1ドル＝120円で計算
（注2）　日米の産業連関表の最終需要＋中間需要より算出。ただし情報関連サービ
　　　ス、運輸・物流サービス以外のサービス（医療、教育、通信等）は除く
〔出所〕関戸亮司「企業間電子商取引（BtoB）市場における地方銀行の戦略」『地
　　銀協月報』1999年7月号、P．19．
　　　　　図3　企業間電子商取引市場規模の日米比較
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Management）を積極的に導入せざるをえなくなっており、その導入に
とって必要不可欠なのがネットワークを通じて企業間で情報を瞬時に交
換・共有できるECの活用だからである4）。
　このように、ECはBtoBであれBtoCであれ、わが国においてこ
こ5年間および今後も急速に拡大していくと考えられ、将来的には商取
引の主役となりうる勢いである。
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II
　商取引のEC化に伴ない、その最終的な決済はどのようになるのであ
ろうか。とりわけ、間もなく到来する21世紀の社会の商取引の中心がEC
になろうとしている今日、何が最適な決済手段・決済システムであろう
か。
　これまでの社会では、決済手段として現金、手形、小切手、為替、ク
レジットカード、ATMを操作して送金する電子資金取引（Electronic
Funds　Transfer、　EFT）が状況に応じてそれぞれ使用されてきた。こう
した決済手段以外に最近にわかに注目されているのが電子マネー、デ
ビット・カードを使った電子決済（Electronic　Payment）、リモートバン
キングといった新たな決済システムである。それを個人利用者の使用形
態の観点から分類すると、IC型決済システムとネットワーク型決済シス
テムになる5）。前者は電子化された価値をICチップを内蔵したカードに
保有するものであり、専用の端末機でカード内の電子化された価値を移
転することによって決済が完了する電子マネーと、ICカードに口座の保
留額等を記録して最終的な決済は口座を通じて行なう電子決済がある。
　IC型電子マネーとしては、1993年12月にイギリスのナショナル・ウエ
ストミンスター銀行が公表した「モンデックス」、1995年3月に実験を開
始した「ビザ・キャッシュ」、1995年2月から始まったベルギーの「プロ
トン」、1996年3月からの「ゲルトカルテ」、1995年12月に発表された
「NTT電子マネー」がある。　IC型電子決済には、郵政省が1998年2月
から大宮で実験を開始した「郵便貯金電子財布サービス」がある。
　後者のネットワーク型決済システムは電子化された価値を利用者の
パーソナル・コンピュータ上に保有し、オープンネットワークを用いて
電子化された価値を移転することによって売買契約に係わる決済が完了
する電子マネーと、電子的な方法で決済サービスを提供するものであっ
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て最終的な決済は金融機関の口座を通じて行なわれる電子決済、および
電子的な方法によって金融機関に決済の指示を直接的に行なうリモート
バンキングがある。
　ネットワーク型電子マネーには、オランダのデジキャッシュ社が1994
年5月に発表した「e一キャッシュ」、ユーカード社が1996年11月にイン
ターネット上で提供を開始したヴァーチャル・プリペイドカードである
「NET－U」、前述のNTT電子マネーがある。さらに、インターネット
型電子決済としては、アメリカのカーネギーメロン大学が開発した「ネッ
トビル」と命名されているデビット方式、「SET（Secure　Electronic
Transaction）」やファースト・ヴァーチャル、クレジット・カード・サー
ビスが代表的なクレジット方式、エレクトロニック・チェックやチェッ
ク・フリー等の小切手方式がある。そしてリモートバンキングはアメリ
カ、イギリス、ドイツ、フランス、日本などで実施されており、テレホ
ンバンキングとパソコンバンキングが代表的なものである。
　これらの電子マネー、電子決済、リモートバンキングのなかで最も注
目を集めているのが電子マネーである。商取引におけるECと十分に対
応するのが電子マネーであるといえる。まさしく文字通り解釈すると、
電子マネーは、理論的には、現金を電子的に完全代替すると考えられる。
　しかもそれだけでなく、図4から明らかなように、電子マネーは現金
や手形、小切手、クレジットカード、EFTといった現行の決済手段がそ
れぞれ部分的にしか担えない役割を、それ単一ですべての領域をカバー
してくれかもしれないし、決済手段の領域さえも拡大して新たなビジネ
ス・チャンスさえ生み出す可能性を秘めているのである6）。
　それでは、ECにおいて何が決済形態として利用されているのであろ
うか。電子マネーは最も利用されているのか。表2は、ヴァーチャル・
ショップが認めている決済形態である。6，000店以上が銀行振込と代金引
換を認め、4，000店以上が郵便振替、2，000店以上が現金書留、1，000店以
上がクレジットカード決済の順で採用している。ほとんどがリアルな決
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図4　決済手段のすみわけ
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（注1）岩村充『電子マネー入門』を参考に郵政研究所作成。
〔出所〕須澤淳「21世紀の個人金融サービスの展望」郵政研究所編著『郵
　　　政研究所10周年記念論文集』1998年、P．71．
表2　決済方法の提供
決　済　方　法 店舗数
1 銀行振込 6，244
2 代金引換 6，013
3 郵便振替 4，210
4 現金書留 2，025
5 クレジットカード決済 1，286
6 その他 568
7 電子決済 400
8 プリペイド方式 39
9 不明 1，854
（注）複数の決済方法が可能な店舗があるため、合計は専
　　門店数と合致しない。
（出典）NRIサイバービジネスケースバンク、サイバー杜
　　会基盤研究推進センター調査　1999．3．1
〔出所〕　同上書　P．3．
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済手段であり、電子決済を認めているのはわずか400店にすぎない。
　実際に使用されている決済手段は表3から理解される。銀行・郵便振
込が30％以上のシェアでトップを占めており、クレジットカード決済、
代金引換が続いており、現実の商習慣と同様の決済手段が利用されてい
る。
　表2と表3から判断する限り、最も革新的なヴァーチャル・ショッピ
ングの決済は、売手並びに買手ともに、依然として伝統的な旧式ともい
える決済手段を多用していることがわかる。この奇妙ともいえる新しさ
表3　インターネット・ショッピングで実際に使用した決済手段の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
98年6月調査97年12月調i査
（1）銀行・郵便振込 32．81 34．30
②　直接ホームページでクレジットカード番号
@を入力して決済 29．43 30．22
（3）代金引換 14．77 13．72
（4）FAXや電話でクレジットカード番号を通
@知して決済 10．89 10．20
（5）wwwサイト独自の決済方式（独自の会員
@IDとパスワードで決済） 3．73 5．59
（6）パソコン通信独自の決済サービス@（NIFTY等） 1．87 2．40
（7）汎用型の決済サービス（アコシス、NET－U
@等） 1．75 0．56
（8）インターネット・プロバイダー独自決済の
@決済サービス（Smash等） 1．44 1．13
⑨　コンビニで代金を支払うコンビニ決済 1．24
（10）プリペイドカード型の小額決済システム
iBit　Cash等） 0．39 0．52
（ll）その他 1．67 1．36
（出典）　日経マルチメディア誌による調査結果（平成10年8月号から掲載）
〔出所〕全国地方銀行協会『FB関連業務部令電子商取引分科会報告書』P．4．
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と古さが同居する非対称性は何に由来するのであろうか。利用者が電子
マネーなどの新しい決済手段の受入れに対して、ある種の抵抗感を示し
ているのかもしれない。しかし、そうであるならばECの場合にも当ては
まり、ECだけが例外として急成長するということにはならないであろ
う。この疑問を解くカギは、現金やクレジットカードに代わる新しい魅
力的な決済手段として華々しく登場し、何かと注目を浴びている電子マ
ネーを理論的並びに現実的に分析することにあるのではなかろうか。
　例えば、電子マネーは最も伝統的な決済手段である現金よりも、はる
かに優れているといえるのであろうか。表4は電子マネーと現金を比較
してそれぞれの特徴を明らかにしたものである7）。それによると、電子マ
ネーは利便性の面からみると、持ち運びや使用時の取扱いが容易である
という簡便性には優れているが、どこでもどんなものにも利用できる汎
用性の点で現金に劣り、利用料や端末費用といった経済性になると、現
金にはまったく対抗できないのである。
　したがって、電子マネーが現金に代わって決済手段の主流になるため
には、現金を上回る特別な利便性が明らかになること、価値の変造、偽
造、あるいは複製による再使用等の不正使用が限りなく不可能に近いこ
と、現金のメリットをできるだけ多く継承すること、そしてこれらの点
を電子マネーの利用者が十分に認識して電子マネーを決済手段として積
極的に使いはじめ、最終的にはECの決済を電子マネーで行なうように
電子マネーのサービスの向上と自己変革が求められよう8）。
　現在、主要先進諸国において電子マネーの実証実験が展開されている。
その結果によると、アメリカではチェース・マンハッタン銀行、シティ
バンクとクレジットカード大手のビザ、マスターカードの4社がニュー
ヨークで始めたICカード「スマートカード」の実験は1999年の内に打ち
切られ、マーカンタイル銀行によるe一キャッシュやアトランタでの「ビ
ザキャッシュ」も同様である。イギリスのスウィンドンでの「モンデッ
クス」の実験も不振をかこっている。唯一成功しているのが1966年に実
表4　電子マネーの分類
カード型 ネットワーク型
視点 分類 項　目 内　　　容 現金 電　子
}ネー
プリペ
C　ド
Jード
デ　ビ
b　ト
Jード
クレジ
b　ト
Jード
電　子
}ネー
プリペ
C　ド
Jード
デ　ビ
b　ト
Jード
クレジ
b　ト
Jード
汎　用　性 多くの場所で使用可能であること ○ △ △
簡　便　性 輸送や査数等の取扱いが簡便であること × ○
?
譲渡可能性 第三者への譲渡や転々流通が可能であること ○ 01 ×2 × 01 ×
分割可能性 分割利用が可能であること 03 01 ○ 一 01 ○ 一
利便性 匿　名　性 購買履歴等のプライバシーが守られていること
? 01 ○ × ○旦 ○ ?
管理容易性 利用額や口座残高等の管理が容易であること ○ ○ × ○???
準備不要性 口座から引き出したりカードを購入する時の闃ﾔを要しないこと ×
? ○ ×
?
利用資格
利用に特別な資格を要さずに誰でも使用可能であること
○ ○ ? ○ ×
利　用　料 手数料等が不要であること ○ ? ○　　　？ × ?経済性 端末費用 端末等を使用しないこと ? △4 ? ×
換　金　性 現金と交換可能であること 一 ○
? ○　　　　　　×
その他 安　全　性 偽造、改ざん、二重使用等の不正使用ができﾈいこと △5 △5 △5
管　　　便　　　性 輸送や査数等の取扱いが簡便であること ? ○ ○
事　務　完　了　性 事後の事務処理が不要であること ○ ○　　　　　　× ○　　　　　　×
????
オフライ　ン性 支払後にオフライン処理を必要としないこと ○ ○　　　　　　△6 X
端　　末　　費　用 端末等を必要としないこと ○ ? X
（注1）
（注2）
（注3）
（注4）
（注5）
（注6）
（資料）
〔出所〕
技術的には対応可能。システムごとの設定による。
贈答用等としてカードごと譲渡されることはあるが、カードに充墳された価値が第3者に譲渡されたり、転々流通することはない。
1枚の紙弊を分割して使用することはできないが、両替や釣銭を使用することにより事実上分割利用が可能である。
残高を確認する道具等が必要な場合がある。
印刷技術、カードのセキュリティ技術、暗号通信技術等の水準に依存する。
オフラインで処理する場合がある。
郵政省『ネットワーク化社会における個人金融サービスの在り方に関する調査研究会報告書』1996年、P．20．
須澤　淳「21世紀の個人金融サービスの展望」郵政研究所編著『郵政研究所10周年記念論文集』1998年、P．65．
???
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験を開始したドイツの「ゲルトカルテ」である。ゲルトカルテは現在5，500
万枚発行され、1997年から全国展開している。自動販売機、駐車場料金
等に用いられ、ヨーロッパ各国で普及しつつある。
　わが国においても先進諸国と同様に、電子マネーの実証実験が行なわ
れている。そのなかには地域や職場に限定した実験から商店街とか
チェーン店による実験、あるいは表5に代表されるような汎用性の高い
大規模な実験も見られる。渋谷の「ビザキャッシュ」は、1回の単価が
約1，500円であり、大宮の場合約6万枚のカードが発行され、1回の単価
が平均1，465円となっている。新宿「スーパーキャッシュ」は10万人規模
の実験プロジェクトであり、国内最大級のものとなっている。結果を問
えば、現時点では電子マネーは超小口決済向きであり、取扱いが面倒で、
支払いに時間がかかり、運用コストがかさむため、いずれの場合も見る
べき成果をあげているとはいえない。
　今後注目されるのが、インターネット上で現金と同様の特徴を有する
「インターネットキャッシュ」である。この電子マネーは、個人間も含
め流通が可能であること（利用者間譲渡）、支払時に個人名を明かさずに
買物が可能であること（匿名性）、未使用分は自分の口座へ入金が可能で
あること（換金性）が特徴であり、クレジットカード等よりも優位であ
る9）。
III
　これまでの記述から明らかなように、ECは急速に拡大しており、将来
的にはさらなる飛躍が十分に予想される。しかし、理論的にはECと密接
に関連する電子マネーの将来性についてはまだ期待できる状況にはな
い。「未来の貨幣」とか「次世代の貨幣」としてもてはやされた電子マネー
については、認証方法や個人情報の保護にかかわるセキュリティをどう
するか、既存の決済手段よりも優れた利便1生や安全性を提供できるかが
表5　国内ICカード実験の概要
渋谷実験@（VISA） 新宿実験@（NTT） 大宮実験i郵便貯金）
実験開始時期 1998年7月 1999年4月 1998年2月
参加金融機関 都市銀行（三和を除く）
｡浜銀行
ｽ成信用金庫
都市銀行
n方銀行
M託銀行など
郵政省
参加クレジット会社 DC、　UC、住友VISA、
~リオン、日本信販、
Nレディセゾン、あさひカード、
ｵんきんクレジット、
謌鼕ｩ業カード、さくらカード
なし なし（現在のところ、ICクレジットカードは発行していないが、推進会
cに11社が参加）
参加店舗数 800店舗等 未公表 285店舗等
カードの種類 キャッシュカードー体型
Nレジットカードー体型
ﾄ充填型（金融情報再記録可能）
gい切り型（使い捨て）
キャッシュカードー体型
ﾄ充填型（金融情報再記録可能）
キャッシュカードー体型
ICチップへのチャージ限度額 3万円 10万円 5万円
チャージ方法 カード会社とは銀行の入金機
i専用のロード機）37台
銀行のチャージ機パソコン接続のチャージ機
i台数未定）
郵便局窓口　　　　　47局ATM・CD　　　　　65局
ﾆ庭の移替端末機　1，000台
チャージ時の本人確認方法 暗証番号 暗証番号 暗証番号
口座残高の引落時期 キャッシュカードー体型→チャージの時
Nレジットカードー体型→カード利用代金の請求・決済の時
チャージの時 自動払い込みの請求・決済の時
IC残高の戻し入れ 不可能 不可能 可能
IC残高への付利 なし なし あり
ショッピングの際の本人確認方法 なし なし ショッピング用暗証番号
金融情報の匿名性 あり あり なし
金融残高の転々流通性 なし なし なし
（資料）情報通信総合研究所ホームページ（http：／／www．icr．co．jp／）等をもとに郵政省貯金局作成
〔出所〕郵政省『郵便貯金の事業経営に関する将来ビジョン研究会中間報告書』1999年、P．83．
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問われよう。
　それより根本的には、なぜ人々が貨幣を使用し、またそれを保有しよ
うとするのか、財・サービスと貨幣はどう対応するのか、貨幣にどんな
役割を期待しているかという貨幣理論の基本的問題とからめて電子マ
ネーを考察する必要があろう1°》。これらの問題を解くことにより、改めて
ECと電子マネーの関係を考察することが肝要である。
　　　　　　　　　　　　　　　　注
1）河野公洋『国際電子商取引の実際』東京経済情報出版、1999年、P．10．
2）全国地方銀行協会『FB関連業務部会電子商取引分科会報告書』1999年、
　P．2．
3）ちなみに、アメリカの場合、BtoCは1998年の2兆2，500億円が2003年に
　21兆3，200億円と9．48倍となり、BtoBは1998年が19兆5，000億円で、2003
　年が166兆3，000億円と推計され、約8．53倍になると予想されている。
4）作れば売れるという時代は過ぎ去り、商品やサービスの需要が不確実に
　なってきた現在、「莫大な不良在庫や巨大な需要機会喪失に悩む企業は従来
　の枠を越えて製品の製造、流通、販売プロセスを最適化するために、生産会
　社、製造会社、小売会社間で製品の売れ筋情報や生産情報をリアル・タイム
　に交換・共有する」（関戸亮司「企業間電子商取引（BtoB）市場における
　地方銀行の戦略」『地銀協月報』1999年7月号、P．18．）サプライチェーン・
　マネージメントを導入する必要に迫られている。こうした情報の交換・共有
　化は、原則として、BtoBだけでなく、BtoCにおいても求められている
　といえよう。
5）以下の新たな決済システムの技術は、郵政省『ペイメントシステムの変革
　時代における個人金融サービスの在り方に関する調査研究会報告書』1998
　年、PP．1－14に負うところが大きい。
6）須澤淳「21世紀の個人金融サービスの展望」郵政研究所編著『郵政研究所
　10周年記念論文集』1998年、PP．70－71．
7）表4は原資料をもとにいくつかの加筆と訂正がなされている。
8）同上論文P．64．
9）『1999年版通信白書』1998年、P．74．
10）この点については、岩村充『電子マネー入門』日本経済新聞社、1996年、
　須藤修・後藤玲子『電子マネー』筑摩書房、1998年、建部正義「電子マネー
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の虚像と実像」花輪俊哉編著『金融システムの構造変化と日本経済ゴ中央大
学出版部、1999年、PP．111－39、同『貨幣・金融論の現代的課題』大月書店、
1997年、藤田渉・深浦厚之『ネットワーク社会とペイメント・メカニズム』
日本クレジット産業協会クレジット研究所、1998年、山口義行『金融ビッグ
バンの幻想と現実』時事通信社、1997年、PP．31－85を参照されたい。
